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判示事項
船舶の衝突によって生じた損害賠償請求権の消滅時効は、民法724条により、
被害者が損害及び加害者を知った時から進行するものと解すべきである。
Ⅰ 事実の概要
平成11年６月５日午後９時ごろ、北海道東方沖（北緯42度18分、統計146度07分
付近）の公海上で、X（原告・控訴人・被上告人）所有の日本漁船A丸（総トン数
9.89トン）とY（被告・被控訴人・上告人）所有のリベリア船籍貨物船 B（総トン
数17,142トン）が衝突し、A丸船体に損害を生じた。
第
(１)
１審において、XがYに対してその被った損害の賠償（871万3500円これに対
する平成14年５月２日から支払済まで年5分の割合での金員の支払）を求めたのに対し
て、Yは、その損害賠償義務があったとしても、同債務は商法798条１項により
時効消滅したと主張したが、判決は、本件船舶衝突により生じた債権の消滅時効
については、商法798条１項が適用されるとしつつも、同条が時効の起算点を定
めていないことから民法166条を適用した。そして、「現実に権利行使が期待でき
ないにもかかわらず消滅時効期間が進行すると解するのは明らかに不都合であ
る」との理解に基づき、同条の定める「権利を行使することを得る時」を、「単
にその権利行使につき法律上の障害がないというだけではなく、さらに当該権利
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の性質上、その権利行使が現実に期待できるものであることをも必要とする趣旨
である」と解し、当該事案における消滅時効の起算点を、衝突時（平成11年６月
５日）ではなく、同判決が認定した、本件事故の衝突相手船が被告船舶ではない
かと疑うにたるだけの情報が得られた時期である平成12年10月中旬ごろとし、X
の損害賠償請求権は時効消滅したと判示して、請求を棄却した。Xはこれを不
服として控訴した。
(２)
原審は、本件事故による損害賠償請求権の消滅時効について、「商法798条１項
が適用されるところ、商法798条１項に定める時効期間の起算点について、船舶
衝突によって生じた債権につき適用される商法798条１項は不法行為の消滅時効
についての規定である民法724条の特則となる規定であり、商法798条１項には時
効期間のみ規定されていることからして、商法798条１項に定める消滅時効の起
算点については、不法行為に基づく損害賠償請求権の消滅時効に関する一般規定
である民法724条が適用されるものと解するのが相当である。」として、Xの有
する損賠償請求権の消滅時効の起算点を平成12年10月中旬ごろと認定した。そし
て、平成13年８月１日における、XのYに対する、法的手続きに着手する旨の
文書の送付を、本件事故による賠償金支払の「催告（民法153条）」とみて、これ
をもって時効が中断した（本訴提起は平成13年11月29日であることから、催告のとき
から６か月以内に訴えの提起があった）とし、Xの損害賠償請求を一部容認した。
本件は、これに対して、Yが上告したものである。
Ⅱ 判決要旨
上告棄却。
民法724条は、不法行為に基づく法律関係が、未知の当事者間に、予期しない
事情に基づいて発生することがあることにかんがみ、被害者による損害賠償請求
権の行使を念頭に置いて、債権一般について消滅時効の起算点を規定する同法
166条１項の特則を設けたものであり、同法724条が、消滅時効の起算点を「損害
及び加害者を知った時」と規定したのは、不法行為の被害者が損害及び加害者を
現実に認識していない場合があることから、被害者が加害者に対して損害賠償請
求に及ぶことを期待し得ない間に消滅時効が進行し、その請求権が消滅すること
のないようにするためであると解される。船舶の衝突によって損害を被った被害
者が不法行為による損害賠償請求権を行使する場合においても、同条の趣旨はそ
のまま当てはまる。
商法798条１項は、船舶の衝突によって生じた債権は１年を経過したときは、
時効によって消滅すると規定しているが、消滅時効の起算点については何ら規定
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するものではなく、消滅時効の期間について民法724条の特則を設けたにすぎな
いものというべきである。
したがって、船舶の衝突によって生じた損害賠償請求権の消滅時効は、民法
724条により、被害者が損害及び加害者を知った時から進行するものと解すべき
である。
Ⅲ 評 釈
１． はじめに
商法第３編海商（海商法）の規定の適用を受ける船舶とは、商行為を為す目的
をもって航海の用に供する船舶とされ（商法684条１項）、商行為を為す目的のた
めに利用されること及び航海の用に供することの二つの要件を具備する場合に、
海商法の適用を受ける船舶となるが、船舶法35条によれば、商行為を為す目的で
なくとも航海の用に供する船舶であれば、海商法の規定が準用されることになる
（船舶法35条本文）。したがって、本件の衝突には、民法ではなく、商法の規定が
適用され、それにより生じた損害賠償請求権の消滅時効については商法798条に
よって規律されることになる。
わが国の商法は、船舶衝突に関しては、生じた損害の分担を定める797条及び
衝突により生じた債権の消滅時効を定める798条の２か条を置くのみである。商
法の規定の適用のある場合には、船舶衝突により生じた損害賠償請求権は、商法
798条に規定されるように１年の消滅時効にかかることになる。しかし、商法798
条1項は、その起算点を明示しておらず、それはどの時点かという解釈問題が生
じる。この点、以下、概観するように、かつての判例は、その起算点は「衝突
時」であると解し、また、学説もその多くは、理論構成は異なるものの、「衝突
時」と解することで一致していた。しかし、本件においては、このような判例・
学説の状況を無視するかのごとく、商法798条１項の定める時効の起算点の解釈
にあたり、民法724条を適用して、被害者が「損害および相手方を知った時」を
起算点とする。
２． 商法798条1項の時効の起算点に関する判例・学説
（１）これまでのわが国の判例の状況
本件に商法798条が適用されるとして、問題となるのは、船舶衝突により生じ
た損害賠償請求権の消滅時効の起算点如何の問題である。この問題に関する本判
決以前の裁判例は少なく、大正時代の裁判例がわずかに見られるのみである。こ
の時期の判例は、いずれも時効の起算点を「衝突時」と解していた（あるいは、
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そのような解釈を前提としていた）。ただ、その理論的根拠については、民法166条
１項を引き合いに出すものはあるが、明確ではない。
①山口地方裁判所民事部大正７年５月３日
(３)
判決
【事実】X（控訴人）所有の船舶（運送を営む訴外Aに賃貸され運送の用に供されて
いた）が、Y所有（被控訴人）のトロール船と、トロール船側の過失により衝突
した事案である（本件衝突は大正４年11月12日に発生）。Xは、商法798条１項は、
船舶の衝突によって生じた損害賠償請求権の起算点について何ら規定していない
から、民法724条により加害者を知った時と解すべきであると主張した。そして、
X（及びXに対する債権譲渡人たる B）が、トロール船側の過失による船舶の衝
突、その加害者を知ったのは、本件船舶衝突事件に関し、海員審判所の審決があ
った以降のことで、Xが訴外Aより債権譲渡を受け本件と同一の事実に基づき
Yに対し、損害賠償請求訴訟を提起しその判決を受けた当時、大正６年７月３
日であり、Xは、未だ1年を経過しない間に本件訴訟を提起したので、本件の損
害賠償請求権は未だ時効によって消滅していない旨主張した。これに対して、Y
は、加害者を知ったときより時効期間を計算すべきものとしても、Xに対する
債権譲渡人が加害者を知ったときは、本件船舶衝突の時、また、控訴人が加害者
を知りたる時は大正５年５月31日であって、本件訴訟提起前に既に時効が完成し
ている旨主張した。
【判旨】控訴棄却。
?（商法）第651条第１項ニ於テハ同第１項ニ於テ等シク時効期間ヲ定メタル共
同海損ニ因テ生シタル債権ニ付テハ其起算点ヲ計算終了ノ時ト定メタルニ拘ハラ
ス船舶衝突ニ因リ生シタル債権ニ付テハ何等規定セサルノミナラス民法不法行為
ニ因リ生シタル債権ノ消滅時効ニ関スル第724条ニ於テモ明カニ時効期間ノ起算
点ヲ定メタルニ拘ハラス等シク不法行為タル船舶衝突ニ因テ生シタル債権ニ付テ
ハ特ニ時効期間ヲ定メナカラ其起算点ヲ定メサリシ点ヨリ観レハ船舶衝突ニ因ル
債権ノ消滅時効ハ衝突ナル事実発生ノ時ヲ以テ時効期間ノ起算点ト為スヘキ法意
ナルコトハ毫末ノ疑ヲ存セス或ハ右ノ如ク解スルトキハ被害者ニ於テ未タ加害者
ヲ知ラス従テ権利ヲ行使スルコト能ハサルニ拘ハラス空シク時効期間ヲ経過スル
カ如キ事態ヲ生シ頗ル不条理ナル結果ニ陥ルノ観ナキニアラサルモ民法166条ニ
於テ一般消滅時効ノ起算点トセル権利ヲ行使シ得ル時トハ権利行使ニ法律上ノ障
碍ナキ時ノ謂ニシテ権利者ノ加害者不知ノ如キ事実上ノ障碍ナキ時ヲ指釈スルモ
ノニアラサレハ此点ニ於テモ前段ノ解釈ヲ左右スルノ理由ト為スニ足ラス然レハ
本件船舶衝突ノアリタル大正４年11月12日以降一年ヲ経過シタル時ニ於テ本訴請
求権ハ業ニ既ニ時効ニ因リ消滅シタルモノナレハ其以降ニ於テ提起シタル本訴請
求ノ失当ナルコト論ヲ俟タス」
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②大阪地方裁判所民事第三部大正10年10月12日
(４)
判決
【事案】Yは運送業者であって大正８年５月19日原告X主張の貨物の運送委託を
受け、これをY所有の船舶に船積した。運送の途中、大正８年５月23日午前３
時に、同船舶は訴外A所有の船舶と衝突し、当該貨物はY所有船舶とともに沈
没した。そこで、X（原告）は、当該貨物の不着はY及びその被用者の過失に起
因し、Yの運送契約の不履行であることを主張し、その被った損害の賠償を求
めて本件訴えを提起した。Xの請求に対して、Yは、本件損害賠償請求権は時
効により消滅している旨の抗弁をしたが、Xは、Yは時効の完成前である大正
９年３月中にXがYに対して損害賠償の請求をした際、この損害賠償債務を承
認し、また、XはYに対して、大正９年５月22日にこの損害賠償債務の履行を
催告したことをもって時効は中断した旨、また、仮にそうでないとしてもYは
大正９年５月29日時効の利益を放棄した旨主張した。さらに、Xは、本件にお
ける時効の起算点は、本件貨物が荷受人に到達するはずであった大正８年５月30
日から起算すべきであると主張した。
これに対して、Yは、その船舶の沈没により貨物が滅失したこと及び大正９
年５月22日に催告があったことは認めたが、当該貨物の沈没によってYに運送
契約不履行の責任があり、XがYに対してその損害賠償請求債権を有するとし
ても、Xは本件衝突の日から１年以内にYにその請求をしていないことから、
商法第651条（現商法798条）第１項により当該債権は大正９年５月22日に時効の
完成により消滅したと抗弁した。また、仮にXがYに対して当該衝突後１年以
内に催告をしたものであるとしても、本件訴えは、大正９年12月21日に提起され
たものであるから、民法153条により当該催告は時効の中断の効力を生じること
がないと主張した。なお、Xが主張している債務の承認の事実及び時効の利益
放棄の事実については否認した。
【判旨】請求棄却。
?右船舶衝突ニヨリ原告ニ生シタル損害賠償請求権ハ商法第651条ノ適用ヲ受ケ
大正９年５月22日ニ於テ同条所定ノ時効完成セルモノヲルコト疑ヲ容レス原告ハ
本件債権ノ消滅時効ノ起算点ハ荷物ノ荷受人ニ到達スヘカリシ日即大正８年５月
30日ヨリ起算スヘキモノナル旨主張スルモ「商法第651条ハ其損害が財産権上ノ
モノナルニ於テハ広ク船舶ニヨリ生シタル債権ニ関スル事項ヲ定メタルモノヲ以
テ事件ニ於テ商法第619条第328条ニヨルヘキモノトスルハ失当ナリ依テ本件債権
ノ起算点ハ右衝突ノトキニアリトナス」ヲ正当トス」
③大審院大正６年11月８日
(５)
判決
【事実】上告人所有の船舶が衝突したことにより、当該船舶に船積みされた貨物
の滅失につき、その荷主がその損害の賠償を求めた事案である。この事案では、
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船舶の衝突を生じ、当該貨物が滅失したのは大正元年８月11日であり、訴状提出
は大正２年８月11日であったところ、上告人は、当該損害賠償請求権は時効によ
り既に消滅したと抗弁した。原審がこの抗弁を退けたため、それを不服として上
告人が上告した。上告人は、その上告理由において、船舶衝突による損害賠償請
求権の消滅時効は衝突を生じた日（大正元年８月11日）を算入して起算されるべ
きことを主張した。
【判旨】上告棄却。
?按スルニ消滅時効ハ権利ヲ行使スルコトヲ得ル時ヨリ進行スヘキハ民法第166
条ノ規定スル所ナレトモ其時効期間ノ計算ヲ為スニ付キ其期間カ日週月又ハ年ヲ
以テ定メタルモノナルトキハ期間ノ初日ヲ算入セサルハ民法第140条ノ明文上毫
モ疑ヲ容レサル所ナリトス然レハ即期間ノ初日ヲ算入スヘキコトヲ前提トスル本
論旨ハ其理由ナシ」
（２）わが国の学説の状況
この問題をめぐって、学説は、起算点を衝突時と解する説と民法724条を適用
しその起算点を「損害及び相手方を知った時」とするものが対立する。
①衝突時説
商法798条１項の規定する消滅時効の起算点を「衝突時」と解する説で
(６)
ある。
多くの海法学者は衝突時説を主張し、松波（仁）博士によればこれが通説とさ
(７)
れる。しかし、理由を明確にしていないものも見られ、また、時効の起算点を
「衝突時」とする理論的根拠についても、対立が見られる。
一つは、商法798条１項の法意に根拠を求めるものがある。すなわち、商法798
条１項は、特別に船舶衝突により生じた債権の時効の起算点を定めていないが、
同条の法意から、当然に、「衝突時」であると
(８)
する。なお、最近でも、本件判決
の評釈において、この見解によるものが見ら
(９)
れる。
これに対して、時効の起算点を衝突時とする根拠を、民法166条１項に求める
説がある。この説は、時効の起算点については、特別の規定がないから、時効の
一般原則である民法第166条１項を準用すべきであると
(10)
する。つまり、商法が特
に起算点を掲げなかったのは、むしろ時効の一般原則に拠らしめる趣旨であった
と解するのが妥当であるとし、衝突が起これば、その時から、権利行使しうべき
客観的要件が具備されるから、１年の時効は衝突のときを標準として、進行をは
じめるのであると
(11)
説く。また、民法166条1項の定める「権利を行使することがで
きる時」と「衝突時」が必ずしも合致しないのではないかという問題について
は、実際上、「権利行使することができる時」を、「権利成立の時」、又は「衝突
の時」と区別するのは、その実益が少ないから、「衝突の時」という確定時をも
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って権利行使する時と解すべしとし、権利を行使しうる時期は、客観的にこれを
定めるべきもので、債権者自身に存する事実上の理由、即ち、不知、不可抗力、
疾病、その他の事由をもって、この時期を左右するものでないと
(12)
説く。この点、
最近、民法166条1項によるとしつつ、被害者が損害の発生につき何らの懈怠なく
不知のまま進行する時効は正当とは言えないから、債権者の責めに帰すべからざ
る非法律的な権利行使の障害をも考慮に入れるべしとの立場にたち、衝突債権の
起算点は、衝突という事柄の特異性に鑑み、少なくとも衝突に典型的な事実上の
権利行使の障害が止むべき時とすべきであるとする説も主張されて
(13)
いる。
②民法724条適用説
衝突時説に対して、民法724条を適用すべしとの説がある。この説は、商法に
規定が無い以上、民法724条の適用により被害者が損害（損害発生の事実）および
加害者の双方を知ったときから進行すると解すべきであるとするもので
(14)
ある。こ
の説の根拠としては、商法には、消滅時効の起算点について特別の規定がなく、
衝突時を起算点とする法典上の根拠もないから一般不法行為の原則に従うべきこ
とが挙げられてい
(15)
るが、本件判決のいうように、被害者が損害及び加害者を知ら
ないうちに時効が進行するのは不公平であることも挙げられよう。
なお、衝突時説の立場からも、現行法の解釈については、衝突時説が妥当であ
るとするが、民法の不法行為の消滅時効との立法上の統一性を確保するため、立
法論としては、船舶衝突債権についても、その消滅時効の起算点を、債権者が加
害者及び損害を知った時とすべきであると説く立場も
(16)
ある。
３．本判決及び学説の検討
（１）商法798条１項の立法趣旨および民法724条適用説の問題点
①商法798条１項の立法趣旨
従来の判例は、「衝突時」を時効期間の起算点としてきたが、本件最高裁判決
はこれを変更し、その起算点は、民法724条により定まるとした。これは、従来
の判例に反するだけでなく、学界の多数説に対しても、真っ向から対立するもの
である。果たして、いずれの見解が妥当であるのか。商法798条１項の立法理由
を明らかにしつつ、この問題を検討することにする。
学説は、従来、船舶衝突により生じた債権の短期消滅時効については、海上危
険の特異性に基づくものであると説明してきた。Valinは、1681年フランス海事
王令に関する注釈書において、海事王令第Ⅰ編第12章第８条の定める訴訟不受理
事由について、「海上での事故はよく生じるので、他の船舶によって衝突された
船舶が、かなり短い期間に、他の損害を被り、その損害を先の衝突の当然の結果
または直接の影響のようにみせるために、当該衝突の原因を隠すようなことがあ
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りうる。このようなことが、何の公平さもない困った事態を避けるために、衝突
に関する訴えを短い期間に制限する理由である。」と分
(17)
析し、Lyon-Caen et
 
Renaultは、Valinのこの説明を引用しつつ、「仮に、商法典に海上衝突により
生じる訴えの持続期間に関するいかなる規定も存在しなければ、30年間の消滅時
効に従わせることになろう。相当に長い消滅時効期間は、この問題において、実
務上の重大な不都合を提示することになる。海上の事故から生じる損害は、しば
しば繰り返される。ある衝突が生じた後に、損害を受けたと主張する者が迅速に
行動しなければ、その損害が当該衝突により生じたものか、あるいは、後の事故
により生じたものかが不確実になってしまう。衝突の真の原因を解明することが
重要であり、この原因を決することは、かなり長い期間が経過するほど、困難に
なってしまう。」と述べて
(18)
いる。
わが国の海法学者も、フランスの学者によるこれらの見解に従って、商法798
条１項の立法理由を説明してきた。たとえば、山戸博士は、「海運界の実際の取
引と衝突事故の特殊性に基づくものと解すべく、すなわち、３年あるいは10年の
長期の時効を認めるときは、実際上多大の不便不都合なる結果を生ずるからであ
る」とし、その具体的不都合を次のように述べておら
(19)
れる。（ⅰ）海上における
諸種の危険に起因する諸々の損害はしばしば反復し、もし、衝突によって負傷し
た旅客、乗組員等が衝突後相当の期間内において損害賠償の請求を為さずに、長
年月の経過の後に、請求を行うような場合は、負傷による損害が果たして衝突に
よる直接の結果なのか、他の事実に原因するものかの判別が困難であり不明にな
るおそれがある。このことから、Valinが言うように債権者の詐欺的行為を防御
するために、短期消滅時効を定めたのである。（ⅱ）衝突の事実及び衝突による
損害を証明するにあたって、長い年月を経過したときは、法律上の関係を証明す
べき証拠材料の消滅を来たすことが多く原告である債権者は、その目的を達する
ことができなくなってしまう。よって、可及的速やかに、権利の行使を促すのは
債権者にとって利益があるだけではなく、被告である債務者その他の利害関係人
においても長期間不確定な状態に拘束されるのは、海運業のような迅速を重要と
し、かつ、交通機関の発達した現在においては理不尽なことである。
また、小町谷博士も、フランスの学者や山戸博士の説明を踏まえつつ、次のよ
うに説明されて
(20)
いる。「（商法798条１項の定める短期消滅時効は）海上危険の特異性
に基づくものである。換言すれば、海上では、頻繁に事故が発生するから、衝突
があった後極めて短時日の間に、更に先の衝突とは無関係な他の事故によって、
その船舶及び船舶上の物又は人が、損害をうける場合が非常に多い。故に被害者
をして、速やかに先に発生した損害賠償請求権を行使せしめないと、被害者が後
の事故による損害をも、先の衝突によって生じた損害であると主張してその賠償
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を求める危険がある。加えるに、衝突の原因に関する証拠の保存は極めて困難で
あるから、衝突の原因を明らかにするためにも、被害者をして、速やかに損害賠
償の請求をなさしめる必要がある。」なお、その他の学者にも同様の解釈を示す
ものが
(21)
多い。
しかし、現代においては、「短時日のうちに重ねて衝突に因る損害を被る場合
が多い」とか、「被害者の請求をまって証拠保全に着手する」という事実につき、
そのような事情は少なく、このような見解には賛成しがたいという理由から、む
しろ、「海運実務において権利関係の早期確定が要請されるべきこと」を強調す
べきではないかとの指摘がなされて
(22)
いる。したがって、現代においては、船舶衝
突より生じた債権を短期消滅時効にかからしめる理由は、わが国における海上運
送の重要性に鑑み、船舶衝突から生じる権利関係の早期確定のために画一的な処
理を行い、なるべく早期に、利害関係を有する当事者を、船舶衝突をめぐる法律
関係から離脱させることであると解すのが妥当であろう。そうだとすると、当事
者間で、時効の起算点について争いが生じるようでは、早期の権利関係の確定は
なしえないから、当事者双方にとって公平、かつ、明確な時点が起算点とならな
ければならない。
②民法724条適用説の問題点
現代においても、船舶衝突事故そのものが極端に減少したわけではない。むし
ろ、今日では、造船技術や船舶設備の向上や航海技術の発達の一方で、老朽船舶
の頻繁利用も加わり、船舶事故はかえって増加しているとも指摘されて
(23)
いる。船
舶の巨大化による大量かつ多種多様の貨物輸送の現状から、ひとたび船舶の衝突
を来たせば、その被害は甚大であり、当該衝突事故の利害関係人も多数に上るこ
とが想定される。商法798条１項の時効の起算点につき、民法724条により定まる
とすれば、複数の利害関係人が、同一船舶衝突から生じた債権を有する場合に、
それぞれ「損害及び加害者を知った時」が異なることが十分ありうる。そうする
と、債権ごとに時効の起算点が異なることになり、権利関係の早期確定のための
前提としての法律関係の画一的な処理について不都合を生じることになる。この
ことは、フランスにおいても古くから指摘されていることであり、Lyon-Caen
 
et Renaultは、フランス旧商法436条についてではあるが、「時効の起算点を衝突
の日とすることによって（つまり画一的に処理することによって）、無数の争訟を避
けることがで
(24)
きる。」と説明している。また、わが国の海法学者も、「各債権者が
損害の発生と加害者とを知る時期につき差異を生じ、法が海上事故の特異性に鑑
み、衝突による債務を、速やかに解決しようとした目的を達成し得ない虞が
(25)
ある」とか、「不法行為の時から20年の除斥期間にかかるまで、長期にわたって
債権が存続することに
(26)
なる」と述べ、画一的な処理ができないために、船舶衝突
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から生じた損害賠償の権利関係の早期確定が困難になることを指摘していた。
（２）本件判決の検討
①商法798条１項の趣旨について
本件判旨は次のように論じている。「民法724条は、…被害者による損害賠償請
求権の行使を念頭に置いて、債権一般について消滅時効の起算点を規定する同法
166条１項の規定の特則を設けたものであり、同法724条が、消滅時効の起算点を
『損害及び加害者を知った時』と規定したのは、不法行為の被害者が損害及び加
害者を現実に認識していない場合があることから、被害者が加害者に対して損害
賠償請求に及ぶことを期待し得ない間に消滅時効が進行し、その請求権が消滅す
ることがないようにするためである。船舶の衝突によって損害を被った被害者が
不法行為による損害賠償請求権を行使する場合においても、同条の趣旨はそのま
ま当てはまる。」つまり、民法724条は、民法166条１項の定める債権一般の消滅
時効の起算点に対して、被害者保護の要請に応えるために設けられた規定であ
り、被害者保護の要請は、船舶衝突についてもそのまま当てはまるということで
ある。
この論旨から察するに、最高裁（原審である東京高裁も）は、船舶衝突当事者間
の権利関係の早期確定のための画一的な処理を犠牲にしてまでも、被害者たる被
上告人（漁船）側を強く保護する必要性があると認め、このような解釈に至って
いるものと思われる。
本件は、認定された事実によると、総トン数10トン程度の小型の漁船と総トン
数17,000トンを越える大型の貨物船とが衝突し、貨物船側については、衝突の認
識がなくそのまま航行し、また、衝突による損害はほぼ一方的に漁船側に認めら
れた事案である。なるほど、小型船と大型船との衝突という本件の事実を面前
に、船舶衝突を、一般の不法行為の場合と同様に捉えて、被害者保護の点を重視
して、このような見解に至ったのであろう。
しかし、一般に、船舶衝突の場合、当事者のいずれも加害者になりうるし、ま
た、被害者にもなりうる。双方船舶に損害が生じた場合には、どちらが加害者
で、どちらが被害者かということは、一概には言えないのである。このように、
船舶衝突は、立場互換性のある特殊な当事者に関わるもので
(27)
あり、他の不法行為
訴訟と異なって、被害者保護の要請は、強くは働かないものと考える。加えて、
このような立場互換性を考えれば、被告とされた者が反訴を提起した場合にどう
なるのかという問題も生じるのではなかろうか。時効の起算点につき、被害船舶
が「損害及び加害者を知った時」という解釈を採れば、同一の衝突において生じ
た損害賠償請求権であるにも拘わらず、それぞれの損害賠償請求権の消滅時効期
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間が異なる状況があり得ることにもなり、この場合に不都合を生じるのではなか
ろうか。
また、わが国の船員法13条は、船舶が衝突した場合における処置として、原則
として、「船長は、船舶が衝突したときは、互い人命及び船舶の救助に必要な手
段を尽し、且つ船舶の名称、所有者、船籍港、発航港及び到着港を告げなければ
ならない。」と定めており、通常は、衝突の認識さえあればお互いに衝突の時点
で相手方を認識することになろうから、相手方を長期にわたって認識しえない場
合は稀であろう。しかし、本件では、一方の船舶は衝突の認識がなくそのまま航
行している。このような場合に、果たして、衝突の相手方を知ること自体それほ
ど困難なことであろうか。この点、本件の上告理由によれば、「通常、船舶衝突
事故が発生すると、捜査機関である海上保安部が現場に急行し、或いは、本件の
如く、航空機を用いた衝突船の追跡活動を行い、最寄の港において、双方の船舶
の現場検証、関係者の事情聴取、衝突時に一方の船に付着した他方の船の塗料片
の採取、鑑定を通じて、衝突相手船の特定が行われるのが実際である。また、海
難審判理事所も事故原因の調査に乗り出すのである。さらに衝突した船舶の所属
する船主責任保険組合や船舶保険会社等が衝突相手船の特定、損害状況、及び、
事故原因の調査に乗り出すのが通常である。このような公的及び私的機関は、衝
突直後からあらゆる証拠の収集活動を行うことが予定されているのである。衝突
当事者である一方船主等の被害者は、上記の情報、資料を適宜取得、利用するこ
とで、自己の請求の相手方の特定、当該請求の証拠の収集を行うことが可能であ
る。」そして、「かかる調査を行うのにある程度の時間がかかることは否定し得な
いが、それも半月や１ヶ月といった程度の期間の単位であり、１年の消滅時効期
間では対処できないほどの長時日な調査が必要とは到底考えられない」とされて
(28)
いる。また、学者の立場からも、本件について、「A丸側の訴訟遂行がいかにも
鈍く感じられる（つまり、もっと迅速機敏な措置をとる必要があったように思われる。
B号の船主が被告であることを、海事分野で広く普及し、日本でも入手及び閲覧が可能
なロイズ・レジスターのレジスター・オブ・シッピングによって容易に知ることができ
たのではないか）」との指摘も
(29)
ある。つまり、本件のような、特異な場合にあって
も、当事者（本件ではA丸）の努力如何によっては、かなり早い段階で、衝突相
手の船舶を特定できる可能性が高いことが示されている。
それにもかかわらず、本件最高裁判決は、その事案自体の特殊性に目を奪わ
れ、民法724条における被害者保護の要請が、そのまま船舶衝突にも当てはまる
と断言してしまった。これにより、船舶衝突事件においても、被害者保護の要請
が一般化することになる。しかし、船舶衝突事件においては、被害者保護より
も、法律関係の画一的な処理の実現のために明確な時効期間の起算点を定め、権
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利関係を早期確定することが当事者の利益であると考えるべきである。商法798
条1項が適用される場合にも、被害者保護が強く求められると解するのは妥当で
はない。
そもそも、被害者保護の問題は本来的に時効の「期間」の問題であるから、起
算点を明確にすべきこととは切り離して考えるべきで
(30)
ある。したがって、衝突の
相手船舶特定のためのあらゆる努力も効を奏することなく、相手方を特定できな
いまま１年間を経過してしまうような事案が増加するような傾向にあれば、わが
国においても、時効期間そのものの当否を検討する以外にないものと考える。
②商法798条１項は消滅時効期間についての民法724条の特則である。
続けて本件判旨は、「商法798条１項は、船舶衝突によって生じた債権は１年を
経過したときは時効によって消滅すると規定しているが、消滅時効の起算点に付
いては何ら規定するものではなく、消滅時効期間について民法724条の特則を設
けたに過ぎないものというべきである。」と論じる。つまり、商法798条１項は、
民法724条の特則であると述べ、船舶衝突によって生じた債権の時効の起算点は、
商法798条１項（特則）に対する一般規定である民法724条によって定まることを
意味している。その理由としては、商法798条１項に、時効の起算点に関する定
めがないことを挙げるのみである。
まず、先に検討したように、民法724条の趣旨が、商法798条にも当てはまると
は認められないから、この立場を採用することはできない。また、多くの学者が
既に指摘していることではあるが、商法798条においては、その第２項で、わざ
わざ共同海損について「計算終了の時」を時効の起算点とし、起算点についての
特則を定めている。したがって、衝突について、あえて規定を設けなかったとい
うことは、言うまでも無く時効の起算点は衝突時であることを意味すると解する
のが、その文理解釈上妥当ではなかろうか。この点、松本博士は、フランス法及
びドイツ法をその解釈材料とし、「損害及び加害者を知った時」が起算点である
とすれば、民法724条と同様に、除斥期間が存在するはずであるが、それが存在
しないということは、商法798条と民法724条は、明らかに法意を異にすると
(31)
述べ、商法798条１項の定める事項に起算点は、民法724条によっては定まらない
としている。
さらに、本件判決のような見解を採用した場合、条約及び諸外国の趨勢に対し
て、わが国は特異な解釈をとることになる。1910年に成立した「船舶衝突ニ付テ
ノ規定ノ統一ニ関スル条約（以下、条約という。）」７条１項は、「損害賠償ノ請求
権ハ事故アリタル日ヨリ２年ヲ以テ時効ニ罹ル」と規定し、その起算点は明確に
衝突時とされている。フランスにおいても、1967年７月７日法第４編第１章第７
条は、「損害賠償の訴権は、事故（衝突）より２年によって時効に罹る。」と定
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め、明確に、時効の起算点は衝突の日とされている。船舶衝突債権の消滅時効の
起算点の説明に際して、Lyon-Caen et Renaultは、１年の期間は衝突の日から
進行し、当事者が事故を認識した日からでは
(32)
ないと説明し、Ripertも、この２
年間の期間は、衝突の日から進行
(33)
すると明示している。さらに、イギリスにおい
ても、船舶衝突より生じた損害賠償請求の出訴期限は、損傷または滅失の生じた
日から２年間と定められて
(34)
おり、また、条約を批准していないアメリカ合衆国に
あっては、原告が自己の権利を主張することにおいて不合理に遅延し、それによ
り被告又は第三者に不利益を生じさせたときは、原告の訴えを棄却するという
Laches法理の適用に際して、衝突時から起算して権利不行使の合理性及び被告
又は第三者への不利益が問題にされるだけで
(35)
ある。
この点、この問題は、日本法の解釈論として扱われるべきであり、商法の解釈
にあたって条約を参酌すべきではないとの主張も
(36)
ある。しかし、民法724条を適
用して、わが国が、衝突の起算点を「加害者及び損害を知った時」とすれば、条
約が適用される場合には、衝突時がその起算点となり、わが商法が準拠法として
選択された場合には、「損害及び加害者を知った時」がその起算点となるという
差異を生じてしまう。このように、条約が適用される場合と、わが国の商法が適
用される場合に時効の起算点が異なるということに、何ら合理的な理由を見出せ
ず、受け入れられるものではない。加えて、このような解釈を採ること自体、条
約の存在を無視して、条約の正当性そのものを疑うことにもなりかね
(37)
ない。ま
た、昭和10年商法海商編改正要項（第255）は、条約に従った商法改正を要望し
ているが、今回の最高裁の判断は、この流れに、まさに逆行するものともいわざ
るを得ない。
以上のような理由から、商法798条１項を民法724条の特則であると解し、その
船舶衝突により生じた債権の消滅時効の起算点を「損害及び相手方を知った時」
とすることはできない。
（３）時効の起算点を「衝突時」とする場合の理論構成
このように、船舶衝突により生じた債権の消滅時効の起算点は、「衝突時」と
解すべきであるが、既に見たように、この立場を採る学説の中には、その根拠を
民法166条１項に求めるものが見られる。民法166条１項を根拠にした場合、「権
利を行使することができる時」の理解如何によっては、問題が生じそうである。
この点、民法学の通説では、「権利を行使できる時」とは、権利行使につき法律
上の障碍がないことのみを指し、権利者が権利の内容やその行使すべき相手を知
らないなどの権利者自身の主観的な事由は「権利を行使できる時」の判断には影
響しないとされて
(38)
いる。また、商法798条１項の消滅時効の起算点は民法166条１
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項により定めるとする説も、同様に解して
(39)
いる。
これに対して、最近の判例は、民法166条１項の解釈に際して、事実上の障害
もある程度考慮しているとの指摘が
(40)
ある。本件第１審判決もこのような流れを汲
むものであるといえる。すなわち、その判決は「これは、単にその権利の行使に
つき法律上の障害がないというだけでなく、さらに当該権利の性質上、その権利
行使が現実に期待のできるものであることをも必要とする趣旨である（最高裁昭
和40年（行ツ）第100号同45年７月15日大法廷判決、民集24巻７号771頁）」と解し、現
実に権利行使が期待できないにもかかわらず、消滅時効期間が進行すると解する
のは明らかに不合理であるから、上記の点は権利関係の早期確定を旨とする商法
798条１項の適用についても
(41)
同様であるとする。この点、商法798条１項に定める
時効の起算点につき、民法166条１項により定まるとしつつ、被害者が損害の発
生につき何らの懈怠なく不知のまま進行する時効は正当とは言えず、債権者の責
めに帰すべからざる非法律的な権利行使の障害をも考慮に入れるべしとの立場か
ら、衝突債権の起算点は、衝突という事柄の特異性に鑑み、少なくとも衝突に典
型的な事実上の権利行使の障害が止むべき時とすべきであるとする学説が登場し
ている。この説は、商法798条の前身であるいわゆるロエスレル商法第976条が、
船舶債権者ノ債権及ビ冒険貸借、海損竝ニ救助ニ因リテ生シタル債権ハ…之ヲ主
張スルコトヲ得ル日ヨリ起算シテ１年ヲ以テ時効ニ罹ル」と定め、時効の起算点
を「これを主張することを得る日」であるとしていたことから、そこに民法166
条１項との調和を見出し、かつ、当時の注釈書が、これを「損害賠償請求権の発
生日ではない」と解釈していたことを指摘した上で、何の「懈怠」「帰責性」の
ない権利喪失は時効制度の趣旨に矛盾するとして、時効制度の倫理性をその根拠
として
(42)
いる。しかし、民法166条１項の定める「権利行使することができる時」
の解釈に、相手船舶の不確知といった「事実上の障害」を考慮すべしとすること
自体、結局、民法724条を適用したのと同様の結果、つまり、「損害及び加害者を
知った時」に時効が進行を開始するという結果を招かざるを得ず、被害者保護に
偏頗し、商法798条１項の趣旨に反するものといわざるを得ない。
もっとも、この立場は、被害者において損害発生の事実及び加害者を合理的な
人であれば知り得べきであった時として、時効期間の起算点が客観的・画一的に
定められるべきことを主張してい
(43)
るが、その時期も、また当事者にとっては明確
とはいえない。さらに、この説は、「海上危険の特異性から海上企業経営の保護
も考慮が必要であるが、それは１年という短期時効を規定することで配慮済みで
あり、それ以上に、時効制度の倫理性を犠牲にしてまで被害者に失権の受忍を強
いることは妥当ではない」と指摘す
(44)
るが、現代における船舶衝突の実際からは、
衝突から１年以内の期間に相手方を特定し、訴訟を提起することにそれほど困難
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さを見出せないとすれば、１年以内にそれができない場合は、債権者側にも、相
手船舶特定につき何らかの「懈怠」があるものといわざるを得ないのではない
か。
したがって、判例が「事実上の障害」をある程度考慮する近年の傾向の中で、
被害者保護を意識するあまり、敢えて、複雑な理論構成をとる必要はなく、商法
798条１項については、その立法趣旨及びその文理からみて、明確かつ簡便な
「衝突時」を消滅時効期間の起算点と理解することで十分ではないか。
４．結 論
以上の検討より、本件判決には賛成し得ない。
そもそも、本件のような消滅時効の起算点に関する問題が生じたのは、すべ
て、立法の不備に起因する。したがって、立法によって解決するのが、最も妥当
であると思われる。立法論としては、まず、商法798条１項について、船舶衝突に
より生じた債権の消滅時効の起算点を明確に定めるべきである。この点、民法の
不法行為の消滅時効との立法上の統一性を確保するため、船舶衝突債権について
も、その消滅時効の起算点を、債権者が加害者及び損害を知った時とすべきであ
ると説く学者もあ
(45)
るが、特に、船舶衝突法の国際的統一の観点から、条約の内容
に従った立法が望まれる。
また、商法798条１項の時効期間の起算点を「衝突時」とする立場においても、
１年間の消滅時効期間については、その長短をめぐっての見解の対立もある。技
術的に相当に発達した現在においては、１年間で十分であるとす
(46)
る説もあるが、
短きに失するとの批判もなされ、２年ないし３年の期間が妥当であるとも指摘さ
れている。その理由としては、「本来、船舶衝突より生じた債権を短期消滅時効
に罹らしめたのは、帆船主位時代においては、公海において衝突が生じることが
稀で、かつ、衝突による損害も単純で僅少であったために、極めて迅速に債権者
に権利行使させても債権者にとっては何の不便もなかったが、汽船主位時代にお
いては、一度衝突を来たせばその利害関係人の間に極めて複雑な関係を生じるか
ら、被害者に於いて、損害及び加害者を知り実際にその債権の存することを確か
め種々研究調査しようとするには１年以上を要
(47)
する」と述べるもの、「わが国に
おいては船舶の衝突には通常海員審判所の審判を伴い、当事者は審判所の採決を
俟って解決せんとするのみならず、航海の関係上損害額の計算も相当の期間を必
要とするが故に、立法論としては少なくとも条約の如くするを可
(48)
とす」と述べる
もの、また、「船舶の衝突に因り生ずべき損害賠償請求権は、極めて複雑にして、
被害者が其損害の発生及び加害者が何人なるやを知り之を研究し、之を整理し、
現実に請求権の有無を確知する迄には、両３年の時日を必要とする事稀なりと
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(49)
せず。」と述べるものがある。
しかし、先に述べたように、現代の海運実務を考えれば、１年の消滅時効期間
でもそれほど不都合はなさそうではあるが、条約と同様に、消滅時効の起算点は
衝突時とし、その期間は２年とすべきである。本件についても、第１審及び原審
判決で認定された事実によったとしても、少なくとも、事故発生から２年以内に
は、相手船をほぼ特定できたとされているのであるから、２年間の猶予が与えら
れれば、時効により損害賠償請求権を失うという事態を生じることはないであろ
う。
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